
「もっと県産材を使おう」推進事業 

令和６年度県産材新規用途開発支援事業公募要領（二次募集版） 
 

１ 趣旨 

本要領は、令和６年度県産材新規用途開発支援事業における事業計画の公募

について定めるものであり、事業の実施については県産材新規用途開発支援事

業実施要領（以下「実施要領」という。）に定めるところによる。 

 

２ 補助の対象となる事業内容 

公共建築物等における県産材の利用促進を図ることを目的として、公共建築

物等に活用可能な建築用材等の県産材新製品の開発や、製品化に向けた試験研

究等に要する経費の一部に支援する。 

ただし事業実施については、次に掲げる事項全てを満たすものとする。 

（１）開発する木製品は、木材の用途として新規性があり、かつ県内の公共建

築物等に活用可能な汎用性が高い製品であること。 

（２）使用する木材は、三重県産材を使用すること。 

（３）令和７年３月14日までに補助対象となる製品の開発又は製品化が完了す

ること。 

（４）事業主体は、公共建築物等への製品の採用への働きかけを行うこと。 

（５）事業完了年度の翌年度から５年間は、開発した新製品には県産材を使用

するよう努めるとともに、事業主体は開発した木製品のＰＲ及び販売に積

極的に取り組むこと。 

（６）補助対象となる業務で国等の他の補助金等を取得していないこと。 

なお、以前の募集時に提出された事業計画と同一とみなされる事業計画は応

募できません。 

 

３ 補助の対象者 

事業の実施主体となる者（以下、事業実施主体という。）は、林業・木材産

業関係事業者、建築関係事業者及びこれらの関係者で構成する団体、大学等の

試験研究機関、その他知事が認める者で、以下の条件をすべて満たす者とする。 

（１）三重県内に事業所を有する者であること。 

（２）以下のア～エをすべて満たす者であること。 

ア 目的、活動・事業の種類、会計、役員に関する事項等が記載された定

款等が策定又は締結されていること。 

イ 事業年度ごとに事業計画書及び収支予算書が作成されていること。 

ウ 事業年度ごとに事業報告書及び収支決算書が作成されていること。 

エ 事業を的確に遂行するに足る人員、経理的基礎、事務処理能力を有す

ること。 

（３）「三重県の交付する補助金等からの暴力団等排除措置要綱」別表に掲げ

るいずれかに該当する者でないこと。 

（４）三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 

（５）三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を



受けている期間中である者でないこと。 

（６）三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている

期間中である者又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でな

いこと。 

 

４ 補助対象経費 

補助の対象となる経費は、別表１のとおりとする。 

なお、実施要領第11に定める実績調査の実施までに支払いが完了し、領収書

等により支払いを証することができない経費は対象としない。 

 

５ 補助率及び補助金額 

補助対象経費の1/3以内の額とし、一事業あたりの補助金額は2,000千円を上

限とする。 

 

６ 提出書類 

（１）県産材新規用途開発支援事業実施計画申請書（様式第１号） 

（２）県産材新規用途開発支援事業実施計画書（様式第２号） 

（３）収支予算書（様式第３号） 

（４）事業主体の概要・組織体制が分かる資料（定款等） 

 

７ 事業計画書等の提出期限等 

（１）提出期限：令和６年９月18日（水）15時まで（必着） 

提出は持参又は郵送によるものとし、郵送の場合は電話にて到着を確認す

ること（電子メール、FAXによる提出は受け付けない）。 

持参の場合の受付は、三重県の開庁時間内に限ります。郵送の場合は、郵

便又は民間事業者による信書便で送付してください。また、提出先に電話し、

到達確認を行ってください。 

（２）事業計画書等の提出先及び事業の内容・書類作成等に関する問合せ 

〒514-8570 三重県津市広明町13番地 

三重県農林水産部 森林・林業経営課（県庁６階） 

電話：059-224-2565 

（３）提出部数：各８部 

（４）提出に当たっての注意事項 

ア 提出した事業計画書等は返却しない。 

イ 事業計画書等に虚偽の記載をした場合は無効とする。 

ウ 応募要件を有しない者が提出した事業計画書等は無効とする。 

エ 事業計画書等の作成及び提出に係る費用は提出者の負担とする。 

 

８ 事業計画の選定について 

提出された事業計画書等について、選定要領に基づき適否判定を行い、適と

された事業計画は、「県産材新規用途開発支援事業補助金交付候補事業計画選

定委員会（以下、「選定委員会」という。）」において審査のうえ、予算の範囲



内で上位のものから補助金交付候補事業計画を選定する。 

選定委員会での審査において、事業実施主体による事業計画のプレゼンテー

ションを実施する。プレゼンテーションの日時、場所については、別途通知す

る。 

なお、審査基準は別表２のとおりとする。 

  



別表１ 補助対象経費 

区分 経費 

１ 報償費 
事業を実施するために必要となる専門的知識の提供、資料整理、補

助、資料の収集等について協力を得た者に対する謝礼 

２ 旅費 事業に必要な旅費及び費用弁償 

３ 賃金 

事業の実施に必要となる業務を行う者に対して支払う実働に応じ

た対価 

※人件費の算出方法は以下のとおりとする。 

人件費単価＝給料及び賞与等の年間支払額（源泉徴収票の支払額）

÷年間総労働時間（所定労働時間＋時間外及び休日労働時間） 

補助対象人件費＝人件費単価×直接作業時間 

４ 需用費 

消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、資料購入費、修繕料等 

（ただし、通常の団体運営に伴って発生する事務所の光熱水費その

他の経費は除く） 

５ 役務費 

通信運搬費、筆耕翻訳料、損害保険料、認証申請等の手数料等の経

費、販路拡大に向けた市場調査等の経費、生産性向上等に係るシス

テムの開発に係る経費、試験に必要な機具機械等の各種保守、設計、

分析、試験、加工等に必要となる経費 

６ 委託費 

補助の目的である本事業の一部分（実験、試験等）を他の民間団体・

企業等の第三者に委託するための経費 

（ただし、委託を行うに当たっては、第三者に委託することが必要

かつ合理的・効果的であると認められる業務に限り実施できるもの

とする） 

７ 使用料及

び賃借料 

会議室、土地建物、貨客兼用自動車、事業用機械器具、試験器具・

機械等の借料及び損料 

８ 資材費 
事業実施に直接必要な資材の購入に係る経費 

（試作品や模型等の作成に供する木材、金物等） 

９ 負担金 研修会、セミナー、講座等への参加にあたっての負担金 

10 その他 上記以外で必要が認められる経費 

※消費税・地方消費税や銀行等口座振込み手数料は助成対象外 

 

  



別表２ 審査基準 

選定項目 選定内容 

１ 的確性 
・本事業の目的を的確に理解し、反映した事業計画と

なっているか。 

２ 新規性 

※比重配点×２ 

・県産材の用途として新規性が認められるか。 

・先導的な取組や技術など独創性・モデル性が高いも

のであるか。 

３ 普及性、県産材の

利用拡大 

※比重配点×３ 

・県内の公共建築物等に広く活用が可能であるととも

に、今後の公共建築物等への県産材の利用拡大に寄与

するものとなっているか。 

４ 実行性 

・期間内に開発又は製品化の実現が可能かどうか。 

・事業達成のための十分な人員体制を有しているか。 

・知識・ノウハウ・経験等を当事業に生かせる実績が

あるか。（過去 15 年以内の実績とする） 

５ 経済性 
・事業内容に見合った経費見積となっているか。 

・より効果的・効率的な積算となっているか。 

 


